
平成２１年度実施状況
　か所数　２，６５５件

163

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　地域組織（母親クラブ、子育て支援NPO、子育てサークル等）による親子間の交流活動、養育に関する研修活動、児
童の事故防止活動等に必要な経費を補助。

○実施主体：市町村
○補助率：１／３（都道府県・市町村１／３、指定都市・中核市２／３）
○１か所当たり年額単価（基準額）　１８９，０００円

　児童の健全育成を図るため、母親など地域住民の積極的参加による地域組織活動の促進を図るものである。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

180221

執行率 73.8% 69.7% 81.7%

事業番号 834

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)

予算事業名 作成責任者
事業開始
年度

平成６年度地域組織活動育成事業費

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

本事業の必要性、執行の観点からの評価としては、概ね妥当であるが、引き続き効率的な執行に努めること。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

２１年度予算において、事業の実施状況を勘案し、予算額の見直しを行った。
２３年度以降においても、本事業の継続は必要と考えているが、必要に応じて、見直しを行ってまいりたい。

地方公共団体に、事業実績報告書の提出を求め、具体的な活動内容を確認している。

221

19年度 20年度 21年度

執行額

予算額(補正後） 180

総事業費(執行ベース) 489 462 441

会計区分

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

担当課室 育成環境課

上位政策

真野　寛雇用均等・児童家庭局

年金特別会計児童手当及び子ども手当勘定

担当部局庁

－

180

154 147

関係する計
画、通知等

児童手当法第２９条の２

児童環境づくり基盤整備事業の実施について
（雇用均等・児童家庭局長通知　平9.6.5　児発第396
号）
児童環境づくり基盤整備事業費の国庫補助について
（厚生労働事務次官通知　平9.6.5　厚生省発児第72
号）

22年度 23年度要求



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

厚生労働省

147百万円

都道府県(47か所)

109百万円

市町村（1,741か所）

109百万円

地域組織（2,655件）

147百万円

（参考）１か所当たり年額単価（基準額） 189,000円

Ａ

Ｂ

指定都市・中核市（59か所）

38百万円

【補助】 【補助】

【補助】

交付申請書の内容審査、交付決定、補助事業者の指導監督等

市町村への間接補助 地域組織活動育成事業の実施

地域組織活動育成事業の実施



A.福井県 E.

使　途
金　額
(百万円）

事業費

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目

地域組織活動育成事業に必要な
経費（例：講師等謝金・交通費、会
場等使用料等）

11

計

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0計 11

B. F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

計 0 計

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

金　額
(百万円）

費　目

0

D. H.

計 0 計

使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途

0計 0 計



（別紙）

平成２１年度　地域組織活動育成事業費交付先上位１０自治体

都道府県名 金額（百万円）

1 福井県 11

2 愛知県 9

3 山口県 8

4 神戸市 8

5 青森県 7

6 岩手県 6

7 岡山県 6

8 石川県 6

9 富山県 5

10 北海道 5


